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一般社団法人リアライズ 

宅地建物取引業法④ 

営業保証金 

 

○×式確認問題 

【問題】 

 

＊ 解答をするときは、必ずどこで判断したかを、下線を引くなどして明確にチェックを入れ

て、正誤判断をすること。不明なところは？マークを入れておくと後から復習しやすい。  

 

・営業保証金・ 

 

１  宅地建物取引業者は、主たる事務所と４カ所の従たる事務所で宅地建物取引業を開始

しようとするときは、営業保証金3,500万円を、主たる事務所の最寄りの供託所に供託す

れば足りる。 

 

 

２  甲県知事は、宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が宅地建物取引業の免許を受けた

日から３カ月以内に営業保証金を供託した旨の届出をしないときは、その届出をすべき

旨の催告をすることができ、その催告がＡに到達した日から１カ月以内にＡが営業保証

金を供託した旨の届出をしないときは、Ａの宅地建物取引業の免許を取り消すことがで

きる。 

 

 

３  宅地建物取引業者は、一団の宅地を分譲するため、専任の宅地建物取引士を設置すべ

き案内所を設けた場合、その案内所には営業保証金を供託しなければならない。 

 

 

４  主たる事務所が移転したことにより最寄りの供託所が変更になった場合、金銭と有価

証券で営業保証金を供託しているときは、金銭の部分については保管替え請求をするこ

とができる。 

 

 

５  宅地建物取引業者と取引して債権を有する者(宅建業者を除く)は、営業保証金から還

付してもらえる額は、営業保証金の範囲内なので、必ずしも損害額全額が保証されるわ

けではない。 

 

 

 


